
1．実践研究の背景と目的
文部科学省は急激に変化する社会を見据え，新しい時

代にふさわしい学校教育の在り方を求めていく必要があ

るとして，平成 29 年 3 月，小学校学習指導要領・中学

校学習指導要領の全部を改正する告示を公示した。学校

教育においては「主体的・対話的で深い学び」の視点で

の授業改善が強く求められている。授業改善を図る校内

での営みとして，校内研究の中での授業研究が日本の教

育現場には根付いてきた。鹿毛・藤本（2017）は，「授

業研究には多種多様な形態があるが，とりわけ校内研修

の一環として，研究授業の実施を中核とした一連の営み

を同僚が協働的に運営していくような日本の伝統的な授

業研究は『レッスンスタディ（Lesson Study）』と呼ば

れ，教師教育の優れた手法として国際的に高く評価され

ている。」と述べており，その特徴として「①教師の日

常に密着した『現場第一主義』の研究であるということ，

②同じ学校に勤務する同僚同士が学び合う実践コミュニ

ティ（学び合う共同体としての学校）を基盤としている

こと，③事前，事中，事後といった授業の実践プロセス

に応じたリフレクション的な思考（立ち止まって振り返

る→次を見通す）が組み込まれていることである。しか

も，以上の 3 点のそれぞれのメリットが重なり合うこ

とで相乗効果を発揮し，教師の学びと成長を促すという

特長を『日本型授業研究』に見出すことができる。」と

している。しかし，「当事者である日本の教師たちには

必ずしもそれが意義ある仕事として受け止められていな

いという実態も散見される。」とし，「日本型授業研究に

は『業務化』『形骸化』『非日常化』という落とし穴が存

在する。」と述べている。

以上のことから，授業改善を図るためには校内研究の

中で授業研究に取り組むことが有効な手段であり，その

ためには，教師個々が授業研究に対して意義あるものと

して取り組むことが求められている。

ところで，平成 17 年に出された中央教育審議会の答

申「新しい時代の義務教育を創造する」において，義務

教育を中心とする学校種間の連携・接続の在り方に大き

な課題があることが指摘されている。また，研究開発学

校や構造改革特別区域などにおける小中一貫教育などの

取組の成果を踏まえつつ，学校種間の連携・接続を改善

するための仕組みについて種々の観点に配慮しつつ十分

に 検 討 す る 必 要 が あ る と し て い る（ 文 部 科 学 省，

2005）。

Ｘ市立Ｙ学園は，隣接するＡ小学校とＢ中学校の併設

型の小中一貫教育校として平成 22 年に開校された。教

科担任制を 5 年生から導入し，小・中学校の教員が合

同で授業研究に取り組んでいる。学力面においては，全

国学力・学習状況調査の結果，平成 29 年の国語・算数

においてほぼ全国平均と同様の結果となっている。しか

し，同調査の児童質問紙調査によると「国語の勉強は好

きか」に対して 57％，「算数の勉強は好きか」に対して

33％がそれぞれ否定的な回答をしていることから，新

学習指導要領に示されている「主体的・対話的で深い学

び」の視点での授業改善を積極的に図る必要があると言

える。教科担任制を導入していること，小・中学校合同

での校内研究に取り組んでいることから，Ｙ学園におい

ては校内研究を通して教師が協働的に授業改善に取り組

むことが授業改善には有効であると考える。しかし中学

校教員の「入試を意識した学力をつい意識してしまう」

という発話にもあるように，高校入試のための知識・技

能の定着を重視した一斉授業を行う傾向にあるなど，校

種間の学 校文化や学力観の違いが小中一貫教育校での授

業改善の障壁となっていることも事実である。
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表 1　授業研究に対する意識調査

そこで本研究では，Ｙ学園の教員の授業づくりにおけ

る意識の向上と小中合同校内研究の質の向上に焦点を当

て，アクション・リサーチを通して小・中学校教員が児

童生徒の「主体的・対話的で深い学び」の視点から授業

改善を図ることを試みることとした。また実践を通して

見出された成果と課題を明らかにするとともに，授業改

善を推進する小中合同校内研究組織の実現に向けた提案

を行うことを目的とする。

2．研究の方法
2.1 　若手及び中堅教員の授業改善に向けたアクション・
リサーチ

1） 期間
Ⅹ市立Ｙ学園で，2017 年 10 月から 2018 年 11 月に

フィールドワークを行い，教員個々の授業に対する意識

の調査をもとに授業改善を意図したアクション・リサー

チを実施した。

2） 対象の選定
表 1 は，対象とする教員を抽出するために行った「授

業研究に対する意識調査」の結果である。「授業研究が

楽しい」と感じられていないキャリアステージⅠの若手

教諭Ａ（2017 年当時教職 2 年目）とキャリアステージ

Ⅱの中堅教諭Ｂ（2017 年当時教職 11 年目）を抽出した。

なお，同様の調査を中学校教員にも実施したが，授業研

究に対する意識の差は表面化されなかった。（4：そう

思う，3：まあまあそう思う，2：あまり思わない，1：

思わない）

3） 研究の手続き
抽出したＡ教諭には授業改善に向けたアクション・リ

サーチを目的としたインタビュー調査及び授業の参与観

察，またＢ教諭には談話及び授業の参与観察を行った。

これらの調査結果をもとに仮説を設定し，以下の順序で

アクション・リサーチを実践した。

① Ａ教諭における検証実践とアンケート調査
Ａ教諭における検証実践①として，2017 年 10 月国

語科の授業において学習指導案を筆者が作成・提案した。

そのうち 3 時間を筆者がモデル授業を提案した。また，

2017 年 2 月教材を用いて協働授業を行った。この際も

学習指導案を筆者が作成・提案し，Ａ教諭と協議した上

で授業実践を行った。検証実践②として，2018 年 6 月

にＡ教諭が作成した学習指導案を協働検討した。2018

年 7 月に授業づくりや授業研究に対する自由記述での

アンケート調査，11 月にキャリアステージを用いた自

己評価アンケートを実施し，事前調査（表 1）やインタ

ビュー調査と比較し考察を行った。

 ② Ｂ教諭における検証実践とアンケート調査
Ｂ教諭における検証実践として，2017 年 10 月算数

科における「四角形と三角形の面積」の単元で協働授業

実践を行った。筆者が中心に学習指導案を作成・提案し

た。全 10 時間のうち，3 時間を筆者が，その他の時間

をＢ教諭が授業を行った。またＢ教諭は 2018 年度，3

カ月間の企業研修に派遣されており，その研修がＢ教諭

の職務に当たる上でのモチベーションにどのような効果

をもたらしたか，Ｂ教諭の企業研修レポートから考察し

た。さらに 2018 年 10 月は教育実習生の担当学級の担

任として，教育実習生の指導を担当した。これを受けて

アンケート調査並びにインタビュー調査を行った。

2018 年 11 月，授業づくりや授業研究に対する自由記

述でのアンケート，またキャリアステージを用いた自己

評価アンケートを実施し，事前調査（表 1）および談話

と比較し，考察を行った。

2.2 　小中一貫校における校内研究の改善に向けたアク
ション・リサーチ

1） 期間
Ⅹ市立Ｙ学園において，2017 年 10 月から 2018 年 1

月にかけて，小・中学校教員の授業づくりに対する意識

を調査するためにアンケート調査，小中合同校内研究（以

下学園研究と表記）の研究授業や事後研究会の参与観察，

教員へのインタビュー調査を行った。2018 年 4 月から

2018 年 11 月，見出された課題に対して小・中学校教

員の授業改善を促すためのアクション・リサーチを実施

した。

2） 対象
Ⅹ市立Ｙ学園に所属する小学校教員 21 名（管理職 2

名，教諭 17 名，講師 1 名，養護教諭 1 名），中学校教

員 21 名（管理職 2 名，教諭 14 名，講師 3 名，養護教

諭 1 名，栄養教諭 1 名）を対象とした。

3） 研究の手続き
全教員に対してのアンケート調査と数名の教員を抽出

してのインタビュー調査，2017 年度の研究紀要から学

園研究に対する事前調査を行い，課題を見いだした。そ

れを受けて仮説の設定を行い，課題解決に向けてのアク

ション・リサーチを以下の通り実施した。

課題解決に向けたアプローチとしては，以下の通りで
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ある。①学園協働ネットワークの構築，②教員が主体的

に取り組むためのテーマ設定と 4 部会の設定，③見通

しをもって取り組むための事前周知，④主体的な参加と

負担軽減のための環境設定，⑤授業研究会の進め方につ

いての研修会の実施，⑥協議の活性化と教員の満足感を

高めるための授業研究会の実施，⑦全教員による共通実

践の実施である。また，毎回の学園研究会終了後には，

教員の振り返りアンケートを実施した。

11 月末には，2018 年度の学園研究に関するアンケー

ト調査を行い，事前調査と比較し，その結果を考察した。

3．結果と考察
3.1 　若手及び中堅教員の授業改善に向けたアク　　
ション・リサーチ

1）  Ａ教諭の授業改善に向けたアクション・リサーチの 
結果

① 仮説の設定
 Ａ教諭は 1 年生担任である。1 授業のビデオ記録を分

析したところ，「静かに」「話を聴く姿勢（になりましょ

う）」という全体の学習規律を促す指示や注意が 15 回

あった。またインタビュー調査から，今一番負担に感じ

ていることは「毎日の授業づくり」，児童に付けたい力

は「話を聴けるようになってほしい。」と回答した。学

級の児童について「あの子たち（学習に困難さをもつ児

童）をなんとか救わないと」と答えた。また学園研究で

の事後協議会の際，自ら意見を述べることがなかったこ

とから，その後インタビューをしてみると「何をメモし

ていいかわからない。」と語った。

Ａ教諭は滋賀県教員のキャリアステージにおける人材

育成指標に当てはめると第Ⅰステージの実践力形成期に

あたる。この時期の教員に求められる授業力の資質・能

力は表 2に示すとおりである。これによると，Ａ教諭

は学級の児童の実態を丁寧に見取った上での「教材の解

釈と開発」「指導の評価と改善」「児童生徒が主体的に取

り組む授業」の項目での力量を特に高める必要があると

考えられる。

都丸（2010）は初任期の教師の悩みについて，初任

教員にとって生徒に対して譲ることのできない側面（理

想像）であるか否かによって悩みを抱えていく過程は長

期化し，場合によっては否定的な感情の拡大へと至るこ

とを指摘している。これに当てはめて考えるなら，Ａ教

諭は無意識のうちに「児童は姿勢良く静かに話をよく聞

いて学習するもの」という理想の授業像が形成されてお

り，それを求めて取り組むが，児童の実態が理想像と異

なるために，児童の実態にも自身の授業力にも自信をな

くしている状態と考えられる。

乾・有倉（2006）は小学校教師の学習指導の推進に

おけるメンタリング行動としてキャリア機能の「推薦と

アピール」「訓練」「挑戦性の向上」，心理・社会的機能

の「役割モデル」「受容と確認」「カウンセリング」があ

るとしている。

そこで「Ａ教諭の学級において主体的・対話的で深い

学びの視点での提案授業をＡ教諭が第 3 者的に観察す

ることによって，授業観が変容し自信をつけることが第

Ⅰステージ期に求められる教員の授業力向上につながる

だろう」と仮説 1 を設定した。

また，授業観察のメモができない原因としては，校種

の違う授業を観察する上での授業を観る視点が定まって

いないこと，小学校 1 年生を担任しているＡ教諭にとっ

て発達段階が違いすぎることから自分ごととして捉え難

く課題意識をもって授業を観察することに困難があるた

めであることと考えた。そこで「Ａ教諭が自分の学級で

の提案授業を観察する際，観察する具体的な視点が理解

でき，授業を観察する視点が定まることで，自分ごとと

して授業を捉えることができ，授業改善に生かそうとす

る意欲につながるだろう」と仮説 2 を設定した。

② 実践と検証
ア　 2017 年度における国語科「じどう車くらべ」と「た
ぬきの糸車」の授業実践

Ａ教諭に対し，筆者は「じどう車くらべ」の教材を用

いた全 12 時間の単元の学習指導案を提案し，そのうち

の 3 時間を筆者が授業を行った。Ａ教諭には，授業中

の児童の姿を中心に観察するよう助言し，徐々に学級の

児童の様子を第 3 者的に見ることができるようになっ

表 2　第Ⅰステージ（新人期）の教員に求められる授業力の資質・能力
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てきた。単元を終えた際には，「ゴールを示して学習計

画を作って授業をすると，子どもたちが飽きずに最後ま

で意欲的に学習ができるんやなって思いました」「こん

なにうちの学級の子どもらってできるんや」「次の説明

文で私もこんな授業してみます」と述べた。さらに「た

ぬきの糸車」の教材を用いた物語文を扱う単元において

も，上記の実践と同様に筆者が学習指導案をＡ教諭に提

案し，全 12 時間のうち 2 時間を筆者が授業を行った。

授業を観察する際に，Ａ教諭に「子どもたちの姿に着目

して付箋にメモを取ること」を求めた。初めの観察記録

は，教師の手立てと児童の姿，さらに児童にとって「難

しい」「わかりやすい」など自分なりの評価を記述して

いた。次の授業における観察記録には「子どもたちが主

体的に取り組んでいる姿，対話的に取り組んでいる姿，

学びが深まっていると思う姿を見つけて記録すること」

を求めると，児童個人の学びの姿が具体的に記録するよ

うになってきた。また「次時の授業ではこうしてみたい

と思うんですけど」という授業づくりに対する提案や相

談が増えた。

イ　 2018 年度における研究授業国語科の「ようこそ私
たちの町へ」の実践

Ａ教諭は平成30年度6年生を担任している。5月には，

「6 年は大変です」と答えるがその表情や口調は明るい。

「卒業というゴールがあるのでやりがいを感じているし，

3 年目なので力を付けて次の学校に行きたい」と述べた。

また校務分掌としても体育主任という校内を動かしてい

く重要な役職を任されたことについても，「大変だけれ

どやりがいはある」と語った。Ａ教諭は 4 月の学園研

究会後にクラスの現状について，「うちのクラス全然しゃ

べらないんですよ。冷めてるっていうか…」とグループ

ワークの研究授業に取り組むことを躊躇する姿があっ

た。しかし，その後自ら「2 学期であれば研究授業をす

る」と名乗り出ている。このことから，Ａ教諭は授業研

究や授業を他人に見られることに対して「よい授業を見

せなければならない」という思いと，それに対する自信

のなさがあるものの，研究授業に取り組む意欲を持って

いることがうかがえた。筆者が「よい授業，完璧な授業

をしないと，と思わなくていい」と伝えると，1 学期に

取り組むことを決断した。

研究授業では，どの教科・どの単元で授業に取り組む

かから筆者に相談があったが，昨年の実践を生かして国

語科で授業研究をすること，「ようこそ私たちの町へ」

という教材文を使って取り組むことをＡ教諭自身が決め

た。同時期に，総合的な学習の時間で地域の事業所や施

設などをグループに分かれてフィールドワークを行い，

地域の魅力を再発見する地域学習に取り組んでいた。そ

れを生かして「町のよさを伝えるパンフレットを作って，

駅に置いてもらおう」という学習をＡ教諭は設定した。

筆者は児童に付けたい力やゴールを明確にすること，グ

ループワークの生かし方等を 1 つのアイディアとして

提案し，Ａ教諭の作成した学習指導案をもとに，悩んで

いる点を中心にともに検討した。Ａ教諭は「パンフレッ

トとリーフレットの違いを調べたら…」「リーフレット

の方が一人ひとりが取り組みやすいかな。でもパンフ

レットにしたほうが，グループで話し合って作り上げら

れるかな」と，どのようなゴールを設定しようか一生懸

命考えていた。そして，学園研究の事前の検討会におい

ても，授業で提示するパンフレットが重要だということ

で，どのようなパンフレットを使用しようかとＡ教諭の

悩みが議論された。Ａ教諭は，授業で使用するにふさわ

しいパンフレット求めて休日に市内・県内を探し歩いた。

研究授業は全 12 時間中の第 1 時で滋賀県のパンフ

レットからパンフレットの特徴や工夫を見つけて，第 2

時の学習計画づくりにつなげるというものだった。児童

は 1 人 1 冊のパンフレットから構成や記述，見出し，リー

ド文や解説文などの特徴や写真・図などによって興味を

惹きつける工夫を見つけてたくさん付箋に書き出すこと

ができた。さらにグループワークを通してグルーピング

したり，具体化したりすることを狙ったが，児童が自分

と同じ意見の付箋を重ねるなどグルーピングしようとす

る動きは見られたものの，見つけた工夫の共有・交流に

終始した。グループワークで個人の学びを深めるにはど

のようにしたらよかったのかという課題は事後研究会で

の議論の柱となっていた。授業を行うまでは「児童が特

徴や工夫をどれだけ見つけることができるか不安だっ

た。」ということだったが，児童は予想をはるかに超え

て特徴や工夫を見つけることに熱中する姿が見られた。

研究授業をした翌日の放課後，Ａ教諭は明るい表情で

「子どもらの力で学習計画作れましたよー！」と自ら筆

者に報告した。その後，「編集会議」と名付けたグルー

プワークを学習計画に取り入れて，グループで協力して

パンフレットを完成させた。Ａ教諭の研究授業では，「児

童が熱心に取り組んでいた姿勢はＡ教諭の教材研究の賜

物だ」と学校長に評価され，作成したパンフレットは学

校だより等でも紹介された。

Ａ教諭に 1 学期を終えてアンケート調査を行った結

果は表 3のとおりである。

③ 考察
Ａ教諭に滋賀県教員のキャリアステージⅠの人材育成

指標の授業力の項目に基づいて自己評価アンケートを取

り，昨年と今年で比較したところ，「児童生徒が見通し

をもって主体的に取り組み，学習活動を振り返ることに

よって深い学びにつながる授業ができる」の項目で，2

（あまりできない）から 4（まあまあできる）へと変化

が大きかった。Ａ教諭はこれまで授業の場面ごとに見せ

る児童の姿に対し「きちんとさせなければ」という学習

規律に対する意識が強く，学級の児童の姿や自分の行う

授業に対して漠然とした不安や自信のなさがあったと考

えられる。また，研修内容に対しても「自分にはできな

い」と感じたり，研究授業を参観しても「何を観てよい

かわからない」ということが起こったりするのは，自分

の担当している学年や教科と研究授業が違うこと，また
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表 3　Ａ教諭におけるアンケート調査の結果

図 1　Ａ教諭の国語の授業づくりに対する意欲が向上した過程

児童の実態が違うことによって自分事として捉えられて

いないため，Ａ教諭自身の授業実践につなげることがで

きていなかったと考えられる。今回の実践はＡ教諭の学

級においての提案授業，Ａ教諭との協働授業を行ったこ

とで，Ａ教諭は自分事として授業を捉えることができ、

具体的に授業のイメージができたためにモチベーション

の改善につながったと考えられる。図 1は，アクション・

リサーチの結果，Ａ教諭の国語科における授業づくりへ

の意欲の向上過程を図式化したものである。

2）  Ｂ教諭の授業改善に向けたアクション・リサーチの
結果

① 仮説の設定
山田（2007）は，公立中学校教員のモチベーション

を促進する要因として，自己有能感要因，職務適性感要

因，向社会性要因，自己啓発要因，職場内人間関係要因

の 5 つの要因があることを明らかにしている。校種に

違いはあるもののＢ教諭は学級経営や授業づくりにおい

て子どもの成長を促進するための目標や仕事に対する自

身のやりがいを見出しにくくなっている状態，つまりモ

チベーションを促進するために自己啓発要因への働きか

けが必要だと考え，「Ｂ教諭にとって新しい学習方法を

取り入れた授業案を作成し，子どもの学びが実感できる

ような協働授業実践を行うことで，授業に対する意識の

向上が期待できる」と仮説を設定した。

② 実践と検証
ア　 2017 年度における算数科「四角形と三角形の面積」
の実践

Ｂ教諭は5年生の担任である。筆者はワールド・カフェ

方式を取り入れた授業案を提案し，協働で授業を行った。

第 1 時は筆者が授業を行った。これを受けＢ教諭は自

ら翌日に国語の授業でワールド・カフェ方式を取り入れ，

「何度も自分の意見を言えるしいい。」「子どもらにとっ

ても新しいグループ学習の方法が楽しいんやと思う。」

と語った。

Ｂ教諭にとって新しい学習方法で，子どもの学びや効

果を実感できたことが自分の授業づくりで試そうとする
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姿につながった。

イ　 2018 年度における企業研修と教育実習生指導が及
ぼす影響についての実践

Ｂ教諭は企業研修を終えて，1 番感じたことを「コミュ

ニケーション能力を子どもに付ける必要性」だと語った。

また教育実習生の指導を通して，「自身の教育観や指導

観を振り返ることができた」と述べた一方で，特に授業

観に変化はなかったと述べている。

③ 考察
Ｂ教諭にとって効果を感じることができる新しい手段

を提示することは，Ｂ教諭の授業づくりに刺激を与える

ことにつながった。しかし，「限られた時間の中で仕事

をこなす」という働き方意識が強いため，上昇志向が生

まれにくい状況にあることが改めてわかった。キャリア

ステージⅡの教員が当たるであろうワークライフバラン

スの中で，教師としてどのようにキャリア形成していく

かは今後の課題である。

3.2 　学園研究の改善に向けたアクション・リサーチの
結果と考察

1） 教員に対する事前調査
小学校および中学校教員の学園研究に対する意識を調

査した結果，「校内研究は，教師の力量形成にとって必

要である」が小学校および中学校ともに最も高い値を示

した。次いで「校内研究は，児童生徒の学びにとって必

要である」「研究授業をして『よかった』と思った経験

がある」についても高い値を示した。一方，「校内研究

は負担に思わない」が最も低い値を示した。また，「校

内研究の年間の見通しがもてている」「校内研究で目指

す子どもの学びがイメージできる」が低い値であった。

小学校および中学校ともに同じ傾向を示した。これらの

結果を踏まえ，負担に感じる原因をさらに検討するため，

インタビュー調査を行った。小学校養護教諭へのインタ

ビューから，「研究授業をやってよかった」と感じられ

ている場合は，その後に負担感が大きく残っておらず，

達成感や満足感を得られていた。この要因として，十分

に事前に授業について相談できていたことや自分自身に

研究授業に対して課題意識があったことなどが読み取れ

た。自分に課題意識があることによって主体的に研究授

業に取り組めたと推測される。これらのインタビュー調

査の結果から，①「やってよかった」という達成感や満

足感を得られること，②主体的に見通しをもって取り組

めること，③協働的で効率的に取り組める環境を整える

ことの 3 点が授業改善を図るうえでの学園研究にとっ

て必要なことであると読み取れた。

また，2014 年度から 2017 年度までの小学校研究主

任，2016・2017 年度の中学校研究主任を務めた教員に

インタビュー調査を行った結果，小・中学校の研究主任

の思いを共有できることと，学園研究を推進していくた

めの協働的マネジメントに課題があることが示された。

学園研究をマネジメントする上で，①テーマの設定，②

小学校・中学校との共通理解と時間等の調整，③学園研

究組織のネットワークづくりの 3 点において改善を図

る必要があることが考えられた。

2017 年度の学園研究では，教科別の 8 部会で部員数

が 5 ～ 6 名で，授業研究や事前・事後の研究会の日程

を調整しやすいという利点がある一方で，研究授業にお

ける負担感が大きく，少人数での研究協議では拡がりや

深まりに限界があった。

2） 仮説の設定
「小中教員が共通理解のもと主体的に見通しをもって

学園研究に取り組めるようなテーマの設定と研究の方

法，協働的かつ効率的に取り組める組織づくりと環境づ

くりを設定することができれば，学園研究に対する負担

感を軽減することができるだろう。」と仮説 1 を設定し

た。また「授業研究に達成感や満足感が得られれば，普

段の授業に生かされ，全体の授業改善を図ることができ

るだろう。」と仮説 2 を設定した。

3） 課題解決へのアプローチ
① 学園協働ネットワークの構築

小学校の研究主任と中学校の研究主任を中心に，小学

校から 2 名，中学校から 2 名の中堅教員を含む研究推

進委員会を立ち上げた。研究主任会で学園研究に対する

思いや願いを共有し大きな方向性を決めた上で，小・中

学校の管理職と教務から成る学園経営企画委員会で提案

し，助言を仰いだ上で学園研究の日程調整や時間の調整

等支援体制を整えてもらった。また主任以外の 4 名の

研究推進委員は．部会の部会長を兼任し，学園研究会前

後や夏休みに進捗状況を交流したり，研究会の進め方を

協議したりした。推進委員の教員は，研究授業の事前検

討会等の時間の調整や，部員への声かけ，事前・事後研

究会の進行やまとめなど部会の中心として研究を推進す

る存在となった。

②  教員が主体的に取り組むためのテーマ設定と 4部会
の設定
研究主任会で大きなテーマ「主体的・対話的で深い学

び」の視点で子どもたちの姿を求めることを研究の柱と

し，教員が課題意識をもって主体的に取り組めるように

する目的でアンケートを実施し，その中から出てきた意

見から抽出してテーマを策定した。

また，アンケートの記述をもとに「グループワーク活

用部会」「ICT 機器活用部会」「思考ツール活用部会」「チー

ム・ティーチング活用部会」の授業方法によって 4 部

会を設定した。小学校では担任制，中学校では教科担任

制の違いや発達段階の違いがあり，校種による文化の違

いがあるため，授業方法で部会を設置することで子ども

の学びの姿を様々な教員の目で見ることができ研究を深

めていくことができると考えた。

③ 見通しをもって取り組むための事前周知
教員が見通しを持って取り組めるように，まずは年間

計画を策定し，学園研究構想案の提案と同時に示した。

また，毎回の学園研究会で次回以降の日程や研究内容や
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方法を必ず示すようにした。また授業研究会のための事

前検討会の日を 2 カ月前から周知するようにした。さ

らに開始・終了時間の提示やお便り，掲示等で周知徹底

した。

④ 主体的な参加と負担感軽減のための工夫
学園経営企画委員会の中で，中学校教員全員が授業を

参観することは思春期の生徒の安全保障・危機管理とい

う面から自習体制をとることが難しいとの意見があっ

た。しかし「授業をもっと見たい」という意見が小学校

の教員の声からも多々あったように，教員が研究協議に

主体的に参加し，協議を活性化するためには全員が授業

観察をすることが何よりも必要である。また勤務時間を

超えての会議は負担感を増長する。そのため，学園経営

企画委員会の中で児童の下校時間を少し早めるという工

夫がされた。そのため十分に協議できる時間が保障でき，

さらに事前に提示した終了時刻を必ず厳守することとし

た。

⑤ 授業研究会の進め方についての研修会の実施
部会ごとの授業研究会に入る前に，実際に小・中学校

それぞれ 1 つずつの授業を提供してもらって，観察の

視点と事後研究会の進め方を教示するための研修会を実

施した。授業を参観した教員の割合は小学校で 85％，

中学校で 42％だった。事後研究会の進め方の研修では，

ワールド・カフェ方式を提案しスーパーバイザーの助言

のもと体験した。また付箋に書いた参観での気づきを紹

介しながら交流することで，話し合いが硬直することな

く進んでいた。どのグループも経験歴に関係なく意見を

出すことができていた。しかし，参観しなかった教員の

発言回数は少なく，授業を参観した教員に比べ研修会に

対する満足度は低かった。

⑥  協議の活性化を図り，授業者と参加者の満足感が高
まるための授業研究会の実施
授業研究会の事前に，小・中の主任が研究授業を参観

するように声かけをしたり，お便りを配布したり，職員

室に張り紙を掲示するなどして，全員が研究授業を参観

できるようにした。その結果，2 学期の研究授業を参観

した教員はほぼ 100％だった。授業を観察することで，

事後研究会の参加姿勢も前向きになり，グループ協議に

用いたワークシートへの書き込みも増えていった。さら

に前向きな具体的改善案を全体で考え合うことで，授業

者も満足感，充実感を得ることができると考えられた。

また事前に推進委員会を実施するか，またはその時間が

取れない場合は授業研究会の進行表を作成し，推進委員

が事後研究会でスムーズに進行できるようにした。

⑦ 全教員による共通実践の実施
学園研究のテーマをもとに所属する部会の授業方法を

用いて，全教員が日常の授業で実践することを求めた。

またその報告書を年に 2 回持ち寄って，実践交流をした。

どのような実践をしたのか，またどのような効果があっ

たのか報告書を書くことによって，ほぼ全員が意識して

授業実践を試みることができた。

4） 学園研究に関するアンケート調査の結果
表 4は，11 月下旬に行った 2018 年度の学園研究に

関するアンケート調査の結果である。前年度の学園研究

に対する意識調査では，「学園研究は負担に思わない」

の質問において小学校で平均 1.95，中学校で平均 2.10

と低い値を示したが，今年度は小・中学校ともに平均 2.5

を超える高い値に向上している。

また，研究授業をした教員に対しては「授業研究をし

てよかったか」という質問をした結果，72％が「そう

思う」，27％が「まあまあそう思う」と回答している。

理由として「授業についてアドバイスをしてもらえたか

ら」「事前・事後の研究会を通して，自分たちの考えを

深めることができたから」「新しい方法で授業に取り組

めたから」「色々なアドバイスをもらえて，自分でも授

業の組み立てを工夫するなどして自分のためになったか

ら」と記述していた。しかし，「学習指導案の作成に時

間がかかった」など，負担も多少あったとの回答がみら

れた。負担に関しては，研究を進めるためには多少の負

担は仕方がないとの記述もあった。

表 4　学園研究に関するアンケート調査の結果
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さらに，「学園研究を自分の授業に役立てることがで

きた」という質問に対しては，小・中学校ともに高い値

を示している。小学校では 35％が「そう思う」，55％

が「まあまあそう思う」，10％が「あまり思わない」，

中学校では，46％が「そう思う」，46％が「まあまあそ

う思う」，8％が「あまり思わない」と回答している。

これらの結果から，小・中学校の研究主任が研究に対

する思いや願い，研究の目的を共有すること，研究推進

委員会を機能させること，教科や校種の壁を越えて小中

学校の教員が協議し合える授業研究会の実施ができたこ

とは成果である。しかし，事後協議会に積極的に自分の

意見を出し，他の教員と協議を深めるには，授業を参観

できていることが第 1 条件である。全員が研究授業を

参観するためには，授業時数の確保が難しくなっている

学校事情を鑑みながら，学校や学年での協力体制等を工

夫するなど環境の調整が課題である。また研究授業の事

前検討会に部員が全員参加できていないことは課題であ

る。事前検討会の時間を調整し，実りあるものにするこ

とによってさらに研究授業での観察や事後研究会の協議

が深まりを増すと考えられる。また，授業方法での部会

設定，研究テーマに沿っての授業参観と事後協議会の活

性化によって，教員の授業づくりに刺激を与え，多くの

教員が「自分の授業に役立てることができた」と回答し

ていることは，授業改善を推し進めることができたと考

えられる。

4　結論と今後の課題
Y 学園における 3 つのアクション・リサーチを通して，

徐々に授業づくりに対する意識の向上が見られ始めてい

る。学園研究会で所属した部会以外の授業方法に対して

も，児童生徒の学びに効果があると感じることができれ

ば，積極的に取り入れる教員も増えてきた。小学校であ

れば学年間で，中学校であれば同教科間で，教員から教

員へと実践の輪が広がり始めている。具体的な手段が目

に見えて提案され，児童生徒の学びが実感できれば，教

員自身の授業に取り入れることができると実感してい

る。

今後は，キャリアステージに見合った授業力向上のた

めの方策を探究していく必要がある。さらに小・中学校

で学園研究を進めるための協働ネットワークを構築した

上で，教員が主体的に取り組むための環境調整が課題で

ある。
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